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論　文
Abstract
“Simulation of stock trading” was carried out on 28 stocks in TOPIX Core-30 in 2013 
published by Tokyo Stock Exchange under the condition that “cash on hand is twice the 
initial price”.
As a result, the number of times of selling and the success rate were greatly improved 
in comparison with those of previous two papers (Kawamoto 2016a, 2017).
However, this result is far from the ideal value that “if this trading is repeated about 60 
times, its profit will be about twice as much as invested funds” which was obtained in the 
initial research (Kawamoto 2014).
It is suggested from this fact that there are still remained any other improvement ele-
ments. This is an important research subject in the future.
Furthermore, another inspection is necessary separately whether this finding comes un-
der equally about all companies listed on the Tokyo Stock Exchange.
This result is consistent with the results of the 5 papers that the author already pub-
lished (Kawamoto 2014, 2015, 2016a, 2016b, 2017).
要　約
「手持ち資金は初値の2倍」という条件で、東京証券取引所が公表している2013年
のTOPIX Core30中の銘柄28社について「株式売買のシミュレーション」を行った。
その結果、以前の2論文（川本勝2016a、2017）に比べて売り回数と成功率は大き
く改善した。
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序　論
筆者は今まで、株式投資の専門知識を大学などで履修した経験を全く持たない上に、趣味でイ
ンターネット上から音楽や画像などのファイルをダウンロードしたり、職場の業務でExcel＊を用
いて多少の表計算をしたりグラフを作ったりする程度の情報リテラシーしか持ち合わせていない
「株式投資の素人」が、持ち合わせの乏しい情報リテラシーを使って老後の生活に必要な収入の
足りない分を株式投資で賄う方策を研究し続けてきた（川本勝2014、2015、2016a、2016b、
2017）。
その結果、東京証券取引所（2014）が公表している2013年の株価データの中から TOPIX　
Core30の銘柄のみに着目した限定的な結果ではあるが、筆者がいう「株式投資の素人」でも「任
意の株銘柄」に着目して、その株価変動の値下がり時に株を購入し、値上がり時に株を売却する
という単純な手法（株式投資の業界では、これを『スウィングトレード（Swing Trade）』（小学
館）と呼んでいる）」を用いれば、
① 年間60回程度の売買を繰り返すだけで投資した原資の2倍程度の利益を得る事が出来る可能性
がある（川本勝2014）
②その利益率はVolatilityに比例する（川本勝2015）
③ 株式の売買だけに限って投資を行っても十分な利益を得る事が出来る可能性がある（川本勝
2016a）
④ どのようなタイミングで株式を売買しても平均的には1～3％程度の成功率が得られるが、最
悪の場合は4.9％の損をする可能性がある（川本勝2016b）
などのことが解った。
更に、前回の論文（川本勝2017）では、Excel＊を使って「株は買値以下では売らない」という
新たな条件を追加して「仮想的な売買（株式投資の業界ではこれを、『株式売買のシミュレーシ
しかし、この結果は、当初の研究（川本勝2014）で求まった「売買を60回程度繰り
返せば、その利益は投資した原資の2倍程度になる」という理想値には遠く及ばない。
この事実は、他の改善要素が未だ残っていることを示唆している。これは、今後の
重要な研究課題である。
なお、この結果が東京証券取引所に上場している全ての企業について同様に当ては
まるかどうかは、別途、調査が必要である。
これらの結果は、筆者が既に発表している5本の論文（川本勝2014、2015、2016a、
2016b、2017）の結果とも矛盾しない。
キーワード
株式投資のシミュレーション（Simulation of Stock Investment）
NISAニーサ（Nippon Individual Savings Account）
スウィングトレーディング（Swing Trading）
情報リテラシー（Information Literacy）
トピックス・コア30（TOPIX Core30）
23
情報リテラシーで始める株式投資のシミュレーション［川本　勝］
ョン』（エンジュク株式会社2017）と呼んでいる）」を行ってみたところ、成功率の全てのパラメ
ーター（平均値と最大値、最小値、中央値）は改善し、平均的には3～11％程度の成功率が得ら
れ、最大で34.6％の成功率を得ることが出来たが、売買の少ない回数を増やす方法は未だ何も見
出せなかった。
そこで、筆者は、今回、更に同じデータとExcelを使って「売買の回数を増やす方法」を探っ
てみたところ、部分的ではあるが、その改善策の一つを見出すことが出来たので、その詳細を、
以下に報告する。
ところで、ここで筆者のいう「成功率（Success rate）；S」とは、「売買利益の成功率」のこと
で、銘柄各社のデータが相互に直接比較できるように、下記の如く筆者が独自に定義した無次元
量である。
成功率Si＝売買益Ri（i＝1～n）／理想的最高値R0
また、ここで、理想的最高値R0とは、筆者が、その第1論文「情報リテラシーで始めるNISA
な生活」（川本勝2014）で得た銘柄28社それぞれの「売買益（同論文中表1の「利益合計」）」の
ことで、その銘柄各社のHistoricalな売買益の理想的な最高値である。
一方、売買益Ri（i＝1～n）とは、売買のタイミングに関してn通りの条件を設定して銘柄各
社についてそれぞれ「仮想的な売買」をして得られた売買益のことである。ここではn＝9であ
った。
なお、ここでいう「売買益（ないし売買利益）」とは、
売買益＝売却時の株価の終値－購入時の株価の終値
と、定義する。
なお、この論文中に掲載されている全ての図表は、筆者が独自に作成したものである。
（注＊）Excelは、Microsoft社の表計算ソフトの事で、ExcelはMicrosoft社の登録商標である。
1. 株式売買のシミュレーションとは
コトバンクのデジタル大辞泉（小学館）の解説によれば、「ある現象を模擬的に現出すること、
現実に想定される条件を取り入れて、実際に近い状況をつくり出すこと。模擬実験。」や「コン
ピューターなどを使用して模擬的に実験を行うこと。実験内容を数式模型によって組み立て、こ
れをコンピューター処理することによって実際の場合と同じ結果を得ようとするもの。」などの
ことを「シミュレーション（Simulation）」という。
また、コトバンクの日本大百科全書（小学館）の解説によれば、「理学や工学の分野では古く
からよく知られた研究手法で、コンピューターの出現によって大きく発展したが、その後、計量
経済学を用いて行われる経済予測や政策分析にも応用されている。」とある。
従って、この論文では、任意の株式売買に着目して、ある種の条件を設定し、実際の投資利益
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を予測しようという「仮想的な売買」の事を「株式売買のシミュレーション」と呼ぶこととす
る。
現在、トレタビ（株式会社K-ZONE）など種々の「株式売買のシミュレーション」ソフトやア
プリが株式投資の世界を賑わせているが、筆者は、特に、この「株式売買のシミュレーション」
を、「株式投資の素人」が持ち合わせの乏しいExcelの知識を使って実現させようとする立場で
ある。
前回の論文（川本勝2017）で作成したExcelのシート（図1のU列～AB列ないしAD列～AK
列）が、その成果物である。
ここでは、「株価が値下がりすれば株を買い、値上がりすれば株を売るが、買値≧売値では売
らない」という条件で、各営業日の終
おわりね
値に着目し、「営業初日の終値で1株購入した」という初
期値を与えて、年末までの株式売買をシミュレートし、年間の売買回数や利益額、成功率などを
算出している。
ただし、「買値＞資金残額」では株を買うことが出来ない。また、「値下がりすれば株を買い、
値上がりすれば株を売る」という条件の部分は、9通りの条件を想定している。
2. 調査内容
この論文での調査内容は、前々回の論文「情報リテラシーで始める株式投資のデイトレーディ
ング」（川本勝2016b）で行った「仮想的な売買（株式売買のシミュレーション）」の情報処理過
程を更に詳しく検証して、その「売買回数が少ない」原因を求め、その改善策を見出すことであ
る。
図1
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3. 調査対象
上記の調査内容から、今回の調査対象も前回（川本勝2017）と同様、前々回の論文「情報リテ
ラシーで始める株式投資のデイトレーディング」（川本勝2016b）で行った「仮想的な売買（株式
売買のシミュレーション）」の情報処理過程（Excelシート上で得られた数値データ；図1のU列
～AB列ないしAD列～AK列）そのものとする。
ちなみに、このデータは、東京証券取引所（2013）の「TOPIX Core30」に2013年度にリスト
アップされていた企業30社の内から、結果に間違ったバイアスを与えるNTTドコモ（2013、
2015）とKDDI（2013）を除外した28社の各「仮想的な売買（株式売買のシミュレーション）」
のデータである（表1）。
4. 調査方法
今回の調査でも、今まで（川本勝2014、2015、2016a、2016b、2017）と同様、「株式投資の素
人」が前提の研究であるから、筆者が使える道具はインターネットのブラウザとExcelのみとし、
特に、株式投資で専門家が使用する「株式売買のシミュレーションソフト」などは一切使わな
い。
今回の調査では前回（川本勝2017）と同様に、表1に記載された各企業銘柄に関し、それぞれ
9通り行われた「仮想的な売買（株式売買のシミュレーション）」のExcelデータについて、先ず
は、特に「売り回数が1回のみ」のデータに着目して、その原因を探り、その改善策を考察する。
ところで、表2中の諸量の詳細は下記の如くである。
①「1x1、1x2、～、3x3」とは、
株の売買を行うタイミングの組み合わせのことで、表2のように、「買い」と「売り」のタイ
ミングをそれぞれ「値下がり1日目、値下がり連続2日目、値下がり連続3日目」、「値上がり1日
目、値上がり連続2日目、値上がり連続3日目」の各3通りから選んだ合計9通りの「組み合わ
せ」の事である。
②「買い回数」とは、
上記①の条件設定で、「仮想的な売買（株式売買のシミュレーション）」を行った場合に、株を
買えた回数のことである。
③「売り回数」とは、
上記①の条件設定で、同じく「仮想的な売買（株式売買のシミュレーション）」を行った場合
に、株を売れた回数のことである。
④「成功率」とは、
序論の末尾に詳述した通り、「売買利益の成功率」のことで、銘柄各社のデータが相互に直接
比較できるように筆者が独自に定義した無次元量のことである。
また、表1を含め、この論文中に出てくる各データは、それぞれ1株当たりの値である。
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5. 調査結果
以上の調査から、「売り回数が1回のみ」のケースが多数存在する原因が判明したので、その
詳細を下記に詳述する。
前回の調査（川本勝2017）では、表1中で「売り回数が1回のみ」のケースは、28社x9通り＝
252件の内の97件（38.5％）であった。これを図示したのが図2の円グラフである。
同じく、この結果を銘柄に着目して集計し直すと、これら28社について、「売り回数が1回の
み」のケースが少なくとも1ケース以上ある銘柄は21社あった（28社中の75％；図3）。
更に、この結果を「売り回数が1回のみ」のケースの数に着目してヒストグラムに展開したの
が図4である。その平均値は3.5件、最大値は9件、最小値は0件、中央値は3.0件であったが、そ
の内で特に「売り回数が1回のみ」のケースが9件有る銘柄が2社（7.1％）存在した。
図2 図3
表2
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ここで、9件というのは、9通りの組み合わせ条件全ての「仮想的な売買（株式売買のシミュ
レーション）」において、それぞれ1回しか売買することが出来なかったという意味である。
また、これら2社とは、表1中に見える「4502武田薬品工業」と「4503アステラス製薬」のこ
とである。
その株価データをグラフにしたものが図5と図6である。図5と図6共に、図中の（a）はそれ
ぞれの年間グラフ、（b）は年初部分の拡大図である。
これら2社の株価グラフからは、年間の最安値が初日に出ており、1回目の売りの後、株価が
上昇して「手持ち資金では買えなくなった」事が明白である。
そこで、今回新たに、これら28社について、「売り回数が1回のみ」のケースに関する「その
原因」を調査した結果が表3である。表3からは、その原因の全てが「4502武田薬品工業」や
「4503アステラス製薬」と同様、「手持ち資金では買えなくなった」からであったことが新たに判
明した。
図4
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6. 考察
以上の調査結果に基づき、ここでは、その改善策を考察した結果について、下記に詳述する。
なお、下記では、「仮想的な売買（株式売買のシミュレーション）」のことを、単に「株式売買
のシミュレーション」と呼ぶこととする。
6.1　「売り回数が 1 回のみ」の改善策
2013年度の「TOPIX Core30」にリストアップされていた企業30社の内から結果に間違ったバ
イアスを与える可能性が有るNTTドコモ（2013、2015）とKDDI（2013）を除外した28社につい
図5　4502武田薬品工業
図6　4503アマテラス製薬
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て、「売り回数が1回のみ」の原因は「手持ち資金では買えなくなった」からであったことが上
記の調査から判明したので、少なくとも「手持ち資金を増やす」ことが「売り回数が1回のみ」
の直接的な改善策の一つとなりうると考えることができる。
詰まり、「手持ち資金を増やす」ことが「売り回数が1回のみ」の直接的な改善策の一つであ
るとするならば、次の問題は「合理的な手持ち資金の額」を求めることである。
ところで、ここで行っている「株式売買のシミュレーション」では、28社共に、最初は「年初
の初値で1株所有している」ところから始めている。即ち、「株式売買のシミュレーション」の
初期値は「初値1株」である。
従って、ここでは、28社のデータが直接比較できるように、28各社でそれぞれの初期値である
「初値」の何倍の手持ち資金を用意すれば良いかを求めることが合理的である。
一方、28社共に、「その株価は、その各年間最高値より値上がりすることは無い」から、この
問題は、28各社の年間最高値がそれぞれの初値の何倍であるかを求める事に帰結する。
なお、28各社の年間最高値は既に求まっている（川本勝2014）が、ここで行っている「株式売
買のシミュレーション」では、各営業当日の「終値（おわりね）」に着目して仮想的な売買をし
ているので、28各社について「終値から見た初値と年間最高値」を求め直す必要が有る。
上記の28各社について、「終値から見た初値と年間最高値」を求め直したのが表4である。
表4
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同じく、表4を「年間最高値／初値」の値に着目してヒストグラムにしたものが図7である。
図7からは、全28社の内の90％が初値の2倍以内に含まれていることが明白なので、「合理的な手
持ち資金の額」は「初値の2倍」であることが解る。
ところで、2倍以上の部分は、6752パナソニックと6758ソニー、9984ソフトバンクの3社であ
るが、これら3社については別途、後節にて議論する。
以上の考察から、前回（川本勝2017）の「売値≦買値では売らない」という条件に加えて「（営
業日の終値からみた）初値の2倍の手持ち資金」を用意して、再度、先の「4502武田薬品工業」
について、前々回（川本勝2016b）ないし前回（川本勝2017）と同じく「9通りの組み合わせ条
件」でExcelを用いた「株式売買のシミュレーション」を行ったその詳細なデータが図8である。
ここで、「手持ち資金を増やしていない前回」の結果が図1で、「手持ち資金を初値の2倍にし
た今回」の結果が図8である。
「手持ち資金を増やしていない前回（図1）」では、「1 x1」のケースで、1月7日に3990円で売
った後、1月16日に株価は値下がりして4325円になったが手持ち資金は3990円しかなくて買えな
かった（図1中の黒い下線部分）。結局、その後も資金不足で買えず、「売り回数は1回のみ」と
なった。「1x2」のケースでも同様である。
図7
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一方、「手持ち資金を初値の2倍にした今回（図8）」では、「1 x1」のケースで、1月7日に
3990円で売った後、1月16日に株価が値下がりして4325円になった時に資金が足りて買えている
（図8中の黒い下線部分）。その後も資金が足りている限り買い続けることができて、結局、「売
り回数は13回」にまで改善した。その結果、成功率も、前回の0.2％（図1）から6.5％（図8）に
まで改善した。「1x2」のケースでも同様である。
6.2　「売り回数が 1 回のみ」の改善結果
前節の考察結果から、前回（川本勝2017）の「売値≦買値では売らない」という条件に加えて
「（各営業日の終値からみた）初値の2倍の手持ち資金」を用意して、再度、これら28社について、
前々回（川本勝2016b）ないし前回（川本勝2017）と同じく、それぞれ9通りの組み合わせ条件
で「株式売買のシミュレーション」を行った。
その結果得られたデータの一覧表が表5である。
このデータについて、売り回数に着目してヒストグラムに展開したのが図9である。データの
件数；n＝252件で、売り回数の平均値は10.0回、最大値は30回、最小値は1回、中央値は9.0回、
標準偏差は5.6であった。
平均値がやや中央値より値が大きいが、標準偏差は5.6であったので、平均値と中央値が大き
く乖離しているとはいえない。
同じく、売り回数に着目して、前々回（川本勝2016b）の結果と比較した改善策の効果を数値
化して表示した一覧表が表6である。
ここで、表6にいう改善度とは、
改善度＝（売り回数（今回）－売り回数（前々回））／売り回数（前々回）
と定義した。
図8
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従って、ここにいう改善度は無次元量であり、改善度＞0であれば改善しており、改善度＜0
であれば悪化したことを意味している。
表6の一覧表に示された改善度を円グラフに集計したのが図10である。
28社x 9通り＝252件の「株式売買のシミュレーション」の結果、売り回数が改善（改善度＞
0）されたのは73.8％で、26.2％は悪化（改悪；改善度＜0）した。
同じく、この結果をヒストグラムにしたのが図11で、改善度＝0％を境に、改善度＞0が改善、
改善度＜0が悪化（改悪）を示しているが、データの件数；n＝252件で、平均値は4.8、最大値
は29.0、最小値は－0.9、中央値は3.2、標準偏差は6.0であった。
平均値が中央値から改善方向に少し乖離しているのは、改善度≧15に20件（252件中の約8％）
もあるからであるが、標準偏差が6.0であるから大きく乖離しているとまではいえない。
更に、表6の一覧表に示された前々回（川本勝2016b）と今回のそれぞれの「売り回数」の相
関を図示したものが図12である。同図中の実線aは、上記に定義された改善度がゼロの線をあら
わしている。
従って、実線aよりも上にあれば売り回数が改善したケースで、図10中の「改善（73.8％）」に
相当し、下にあれば悪化（改悪）で、図10中の「改悪（26.2％）」に相当する。
図12からは、252件の内、改善前は「売り回数が1回のみ」であったケースが「手持ち資金を
初値の2倍」に増やしたことで、改善後は「売り回数が3～30回」に大きく改善していることが
解る。詰まり、「手持ち資金を増やした」ことが一定の効果を上げているといえる。
しかし、改善前は「売り回数が17回以上」あったケースでは、むしろ、売り回数が著しく低下
図9
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している。
同じく、前回（川本勝2017）と前々回（川本勝2016b）のそれぞれの「売り回数」の間での相
関を図示したものが図13である。同図中の実線aは、図12と同じく、改善度がゼロの線をあらわ
している。
図10
図11
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図12ないし図13からは、今回の改善策によって「売り回数が1回のみ」のケースで良く改善さ
れていることが解る。
また、図13でも図12と同様に、「売り回数が17回以上あったケースでは、むしろ、売り回数が
著しく低下している」ことから、「改善前は売り回数が17回以上あったケースで、改善後に売り
回数が著しく低下している」のは、今回の改善策「手持ち資金を初値の2倍」が原因では無く、
前回の改善策「買値≧売値では売らない」が原因であることが解る。
今回の調査では、この原因の詳細は未解明であるが、これは、「売り回数を増やす」には、未
知の重要な要素が未だ存在していることを示唆しているものと考えられる。
図12
図13
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ところで、今回の「株式売買のシミュレーション」で得られた表5の結果を銘柄全社の成功率
について集約したのが表7bである。同じく、前回（川本勝2017）の結果が表7aである。
更に、表7のデータから平均値に着目してグラフ化したのが図14cである。
これを、前々回（川本勝2016b）ないし前回（川本勝2017）の結果（表7a、表7bないし図14a、
図14b）と比較すると、平均値のみならず最大値や最小値、中央値などの全てに関して、9通り
の「組み合わせ」条件の全てにわたって成功率は大きく改善している。
この結果は、「初値の2倍の手持ち資金」を用意するという今回の改善策が一定の効果を出し
ていることを裏付けている。
表7a
表7b
（注） ここで、表7 bは表5の下部に集計されたデータを「買い」と「売
り」のタイミング条件の組み合わせに沿ってまとめた表であり、
同じく、図14cは表7 bの中から「平均値」に着目してグラフ化し
たものである。
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同じく、表5の結果を「成功率」に着目して今回と前々回の相関関係を取ったのが図15bであ
る。前回（川本勝2017）の結果（図15a）に比べて、「改善前（前々回）の成功率」が0.0％～5.0
％付近で大きく改善されていることが解る。
表15a
表15b
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更に、表5の結果を「成功率」と「売り回数」に着目して相関関係を取ったのが図16bである。
前回（川本勝2017）の結果（図16a）に比べて、必ずしも改善したとはいえない。
この事実は、成功率を改善する要素が他にも未だ解明されずに残っていることを示唆している
ものといえる。
 表16a
表16b
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ところで、前節の考察における図7中で「年間最高値／初値」の値が2倍以上の部分は、6752
パナソニックと6758ソニー、9984ソフトバンクの3社であったが、表5ないし表6を見る限り、
「2倍以上」を考慮すべき大きな問題が特に有るとはいえない。
従って、今回は、上記3社も他社と同じ条件で「株式売買のシミュレーション」を行った。
結　論
今回の調査と考察の結果、前回（川本勝2017）の「売値≦買値では売らない」という条件に加
えて、「初値の2倍の手持ち資金」を用意するという改善策を立てたところ、東京証券取引所
（2014）が公表している2013年の株価データの中からTOPIX Core30中の銘柄28社について9通り
の「組み合わせ」条件で行った「株式売買のシミュレーション」252件のケースについて、改善
前（前々回）は「売り回数が1回のみ」であったケースが「手持ち資金を初値の2倍」に増やし
たことで、改善後は「売り回数が3～30回」に大きく改善したが、改善前は「売り回数が17回以
上」あったケースでは、むしろ、売り回数が著しく低下した（図12）。
しかし、図13でも図12と同様に、「売り回数が17回以上あったケースでは、むしろ、売り回数
が著しく低下している」ことから、今回の改善策「手持ち資金を初値の2倍」がその原因では無
く、前回（川本勝2017）の改善策「買値≧売値では売らない」が原因であることは明らかであ
る。
一方、「成功率」については、前々回（川本勝2016b）ないし前回（川本勝2017）に比べて平均
値のみならず最大値や最小値、中央値などの全てに関して、9通りの「組み合わせ」条件の全て
にわたって大きく改善している（表7および図14）。
特に、「成功率」に着目して今回と前々回（川本勝2016b）を比較した相関図（図15b）からは、
前回（川本勝2017）の結果（図15a）に比べて、「改善前（前々回）の成功率」が0.0～5.0％付近
で大きく改善されていることが解った。
以上の結果から、「初値の2倍の手持ち資金」を用意するという今回の改善策が一定の効果を
出していることが解った。
しかし、「成功率」と「売り回数」に着目した相関図（図16b）からは、前回（川本勝2017）の
結果（図16a）に比べて、その相関性が改善したとはいえない。
特に、売り回数に着目してヒストグラムに展開した図9からは、今回の改善後の売り回数の
「平均値は10.0回、最大値は30回、最小値は1回、中央値は9.0回、標準偏差は5.6」と求まってお
り、今回の成功率の改善結果と合わせても、この研究の当初（川本勝2014）に求まった「売買を
60回程度繰り返せば、その利益は投資した原資の2倍程度になる」（同論文中の表1の集計値）と
いう理想値には遠く及ばない。
従って、これらの事実は、成功率と売り回数を改善する要素が今回の改善策の他にも未だ解明
されずに残っていることを示唆している。
以上の結果から、「手持ち資金を増やした」ことが一定の効果を上げているものの、「売り回
数」や「成功率」を増やすには、未知の重要な要素が未だ存在していると考えられる。これは、
今後の重要な研究課題である。
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ところで、今回の調査結果が、東京証券取引所に上場している全ての企業について、いつでも
同様に当てはまるかどうかは、別途、更なる検証が必要である。
なお、以上の結果は、筆者が既に発表している 5本の論文（川本勝2014、2015、2016a、
2016b、2017）で報告した結果とも特に矛盾しない。
調査結果の免責
TOPIX Core30ついて、今回得られた「株式売買のシミュレーション」の結果は、あくまで、
東京証券取引所（2014）が公表している2013年の株価データ（ヒストリカルデータHistorical 
data）について検証したものであり、それ以降の未来を予測したものでは無い。
勿論、東京証券取引所が公表しているTOPIX　Core30の2013年のデータについて、この論文と
同じ条件と同じ手法で再検証すれば、「いつ・だれが・どこで」行っても、同じ結果が得られる
ことは当然であるが、それをもって、一般に、「いつ・だれが・どこで」同じ手法を用いて株式
投資を行っても、同様に必ず利益が得られることを保証するものでは無い。
この論文の趣旨は、未来を予測するものでは無いからである。
謝　辞
尚美学園大学教育支援センターメディアセンターのスタッフの皆様方には多大なお
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